
経済成長率の引上げや日本経済全体の生産性の底上げを図りつつ、中小企業・小規模事
業者が賃上げしやすい環境整備に積極的に取り組む。生産性向上に意欲をもって取り組む中
小企業・小規模企業に対して、きめ細かな伴走型の支援を粘り強く行っていくことをはじめ、
思い切った支援策を講じるとともに、下請中小企業振興法に基づく振興基準の更なる徹底を
含め取引関係の適正化を進め、下請事業者による労務費上昇の取引対価への転嫁の円滑化を
図る。
最低賃金については、この３年、年率３％程度を目途として引き上げられてきたことを

踏まえ、景気や物価動向を見つつ、地域間格差にも配慮しながら、これらの取組とあいまっ
て、より早期に全国加重平均が1000円になることを目指す。あわせて、我が国の賃金水準が
他の先進国との比較で低い水準に留まる理由の分析をはじめ、最低賃金のあり方について引
き続き検討する。

経済財政運営と改革の基本方針2020（令和２年７月17日閣議決定）

＜参考＞経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年6月21日閣議決定）

②最低賃金の引上げ

経済の好循環継続の鍵となる賃上げに向け、日本経済全体の生産性の底上げ
や、取引関係の適正化など、賃上げしやすい環境整備に不断に取り組みつつ、最
低賃金については、より早期に全国加重平均1000円になることを目指すとの方針
を堅持する。
他方、感染症による雇用・経済への影響は厳しい状況にあり、今は官民を挙げて
雇用を守ることが最優先課題であることを踏まえ、今年度の最低賃金については、
中小企業・小規模事業者が置かれている厳しい状況を考慮し、検討を進める。
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